
誰もが、楽しく、誇りをもって
～男性育休職場支援「みなチャレ」開始と

ニューロダイバーシティ推進チーム編成・稼働～

○ 小谷 彰彦（あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
人事部ダイバーシティ推進室 推進役）
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あいおいニッセイ同和損害保険(株) × 障がい者雇用



三井住友海上プライマリー生命保険

あいおいニッセイ同和損害保険

三井ダイレクト損害保険

三井住友海上あいおい生命保険

三井住友海上火災保険

会社概要 MS&ADインシュアランス グループの構成

直接出資する５つのグループ国内保険会社と

８社の関連事業会社を有する上場持株会社

直接出資する８社の関連事業会社

５つのグループの国内保険会社

MS&ADインターリスク総研

MS&ADビジネスサポート

MS&ADスタッフサービス

MS&ADシステムズ

MS&AD事務サービス

MS&ADグランアシスタンス

MS&ADベンチャーズ

MS&ADアビリティワークス
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会社概要 MS&ADインシュアランス グループの構成

特例子会社
(2018年設立)



障がい者雇用状況
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（%） 障がい者雇用率・在籍者推移

知的障がい者 精神障がい者 身体障がい者 障がい者雇用率

（各4月1日現在）

年度
（4月1日現在）

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
対2013
増減

障がい者雇用率 1.79 1.97 1.97 2.28 2.58 2.41 2.30 2.40 2.49 2.54 2.59 2.68 0.89

在籍者数 226 257 275 305 344 322 308 323 336 328 325 327 101

身体障がい者 212 223 238 266 294 271 252 246 254 232 229 217 5
精神障がい者 12 32 34 32 40 36 33 46 47 57 58 67 55
知的障がい者 2 2 2 7 10 16 22 31 35 39 38 43 41

各4月1日 8月1日 3

第３2回職業リハビリテーション研究・実践発表会

「障がい者雇用状況」(あいおいニッセイ同和損保）



（１）ハローワーク(HW)へ求人票一斉掲載・採用強化（母数の確保）

全国HWへ全255拠点の求人票を一斉に掲載し応募者を採用

（２）2017 「地域密着モデル」特別支援学校からインターンシップを経て採用

（３）2017 「事務サポートセンター」の創設（恵比寿本社）

2020  日本橋・大阪に開設 2022 名古屋に開設

（１）障がい者雇用における２０１８年度課題

①法定雇用率の引き上げ 現行2.00％から2.30%へ

②「精神障害者」の雇用義務化（法定雇用率算定に「精神障害者」を含む）

（２）超売り手市場において身体障がい者層の枯渇

２
０
１
５
年

当
時
の
情
勢 高齢化

3 (2) 2015年度からの新たなチャレンジ

2015 人事部にて初めて「知的障がい者」のインターンシップ ⇒2人採用

4

第３2回職業リハビリテーション研究・実践発表会

2015年からの障がい者活躍推進へのチャレンジ組



3(2)①〈採用強化〉 全国ハローワークへ求人票一斉掲載

具体的取り組み
目的・ねらい

 全国のハローワークへ全255拠点の求人票を一斉に掲載

 社内外に、障がい者の新規採用の積極展開を情宣

課題と対策  ハローワーク求人は「待ち」(受け身)の採用スキーム

 障がい種別等のセグメントは行えず全応募者の選考要

〈従来型採用スキーム強化〉全国ハローワークを軸に「職場混在型」現地採用

一般の職場に「障がい者枠」で採用するパターン

一般枠採用の契約社員と同一処遇・同一給与体系、育成・指導体系も同じ

障がい特性に応じた配慮は行うが、求められる業務遂行能力は

他の契約社員と同レベル

地域型(正社員)登用者15人（うち2018年以降12人）

<ハローワークからの応募者対応>

●人事部本社と各地域の人事総務チームが初期対応
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3 全国ハローワークへ求人票一斉掲載



「地域密着モデル」

特別支援学校の主に知的障がいのある生徒をインターンシップ(企業実習)を経て、

部支店スタッフの一員（事務補助嘱託）として採用する「現場分散配置型」モデル

インターンシップ 雇用求人

９月～１月頃 ４月１日入社（１年生）、２年生、３年生

実習を複数回実施し、生徒と受け入れ職場のマッチングの見極め

② 「地域密着モデル」取り組み

全国の在籍者
36人(33部支店) 

部支店長

部支店
スタッフ

課支社
ＳＣ等

課支社
ＳＣ等

課支社
ＳＣ等

課支社
ＳＣ等

➡障がいのある社員も“いっしょに”仕事をする
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3 ①「地域密着モデル」取り組み



標準的な事務補助業務
（採用当初）

【デイリー業務（日々行う業務）】

 シュレッダー

 コピー機の用紙点検・補充

 社内便仕分け

【毎月・毎週の定例業務】

 会議資料等のコピー・セット

 ホワイトボード清掃・備品整理整頓

 会議室机上等清掃

【スポット・季節的業務】

 封入・封緘

 押印・スタンプ

 各種ファイリング

 パソコンを使用した入力業務

② 「地域密着モデル」取り組み

５年後に行っている業務
（6年目・2年目社員）

【パソコンを使用した業務】

 責任者会議の資料作成
 マンスリーレポート ・速確差防止リスト
 TS他社満期情報 ・テレマ明細
 シュミレーションシート
 もっとやろうぜ!キャンペーン(支社別・チーム別)

 高ロス
 代理店PCセキュリティチェック案内投稿
 カバーシート
 MSAアナリティクス満対シート
 お客さま対応リスト
 損保一般資格期限管理
 デイリー精算遅延報告確認
 決算月点検確認
 テレマアナリティクス満対・満結シート
 インサイドセールスＤＭ作成・発送

・PCデータの抽出・加工

・会議資料作成

・メールでのニュース配信

・DM発送

(宛名シール作成等含む)
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3 ①「地域密着モデル」取り組み



2022年9月16日

「誰もが、楽しく、誇りをもって」働くことができる職場を目指して

4 (2) 「事務サポートセンター」新設

「精神・発達障がい」社員が定着・活躍できるようにするには？
（2013～14の苦い経験＋特例子会社見学等の他社事例から学んで）

会社の中にあること（会社を分けないこと）の利点と課題の整理

静かな専用執務スペース確保

本社各部署から業務を切り出し

専任管理者の複数配置

① 発注部署との折衝・業務切り出し請負

② 業務（量・質）のコントロール

③ メンバー１人ひとりの体調を含めた日々の雇用管理

・専門性を高める …ジョブコーチ・障害者職業生活相談員

・管理者の負担が大きくなり過ぎないようにサポート

働きやすい
職場環境

↓
心理的安全性
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3 ② 「事務サポートセンター」新設



9

③ 「事務サポートセンター」

事務サポートセンター（特定業務集中職場）

専任の
管理指導者

協力関係本社業務支援

 点検業務
 集計業務
 ＰＣ業務
 データ化
など

事務補助業務

 社員証作成等
 社内便仕分
 データ入力
 清掃
 発送業務

など

事務
チーム

主に事務業務
中心のメンバー

オフィス
チーム

主に事務補助
業務メンバー

管理・指導・育成
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3 ② 「事務サポートセンター」新設



③ 「事務サポートセンター」 業務内容

点検業務

重複契約リスト
代理店マスター点検
代理店HP点検

入力業務

加入証明書の入力や押印
自動車保険非幹事契約付替作業
DN1計上用データ入力
マリンデータ作成
加入者証発行業務

発送業務

ダイレクトメール封入と発送
質権消滅後証券発送
損保一般試験テキスト発送
テレマOBデータ作成後印刷発送

営推業務

変更届出書作成
募文用見積もり
次年度シミュレーション見積もり
アシストインフォメーション
チェックシート出力
テレマ未接続リスト
満期対話シート
確定精算ファイル作成
テレマランキング表作成
テレマ未接続データ作成
生保アナリデータ作成
DN1計上用データ入力

SC業務

自賠責請求書発送

自賠責照会文書作成
自賠責領収証はりつけ
自賠責NW貸出依頼リスト作成
対人・人傷精算通知回答書作成
自賠責NW貸出依頼リスト作成
PDFデータExcel入力
事前認定作業

その他
カレンダー巻き
控除明細ダウンロード＆Excel加工

支援実績 一例

多数実績あり！
依頼元から感謝状を
多数いただいています！

・PCデータの抽出・加工

⇒圧倒的に多い
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みなチャレ

事務サポートセンターが、男性の育児休業または介護休業を取得中の社員が
所属する職場の業務を代替する制度。

連続１ヶ月以上の「育児休業」または「介護休業」を取得する社員が所属する職場

休業３ヵ月前 職場で業務の見直し・棚卸を行い効果が得られない業務をやめるなど、
業務の最適化を実施。

休業２ヵ月前 ①みなチャレの利用申請を実施
②ダイバーシティ推進室から引き受け可否を連絡
③引き受け可の場合、業務について打ち合わせを実施

休業１ヵ月前 支援業務のトライアルを実施
→本人が休業に入る前に、職場支援体制を構築。

休業中 支援業務の実施

対象

「みなチャレ」進捗状況：6部署(2024年度上期) 11
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4 ＪＳＣの新たなチャレンジ ① 「みなチャレ」



みなチャレとは？
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恵比寿 日本橋 名古屋 大阪

事務サポートセンター（障がい者雇用社員で構成）

休業社員が所属する職場

職場の業務の一部をサポート

みな チャレ

みんなで チャレンジ

業務のみなおし チャレンジ

みなチャレを機会に、
職場の業務の

見直しにチャレンジ!
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4 ① 「みなチャレ」



みなチャレ

＜みなチャレの効果＞
■ワークライフマネジメント の推進
休業取得者が所属する職場において 業務負荷の軽減が
図られることにより、休業・休暇が取得しやすい風土づくり

■障がい者 雇用社員 の活躍推進

障がい者雇用社員の新たな活躍の場の提供、スキルアップ

【参考】当社ニュースリリース（2024年3月19日） 障がい者雇用社員の活躍を通じて育児休業・介護休業取得を推進

https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2024/news_2024031901284.pdf 13
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4 ① 「みなチャレ」

https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2024/news_2024031901284.pdf


＜概要＞
人事部と共同で、デジタルスキルが高い障がい者社員を集めたDX推進チームを
組成し、アプリ開発など、社内のデジタル化を推進。またこの取組を通して、障
がい者雇用を拡大する。

ニューロダイバー

＜目的＞
本社の「業務プロセス改革部」(社内業務のＤＸ推進部署)と共同で、デジタル
スキルが高い障がい者社員を集めたDX推進チームを組成し、アプリ開発など、社
内のデジタル化を推進。またこの取組を通して、障がい者雇用領域を拡大すると
ともに、雇用障がい者を拡充・拡大する。

 障がい者雇用・活躍領域における当社の特徴的な取り組みとして、精神・発

達障がい者の活躍の場として、現在恵比寿・日本橋・大阪・名古屋の４カ所

に「事務サポートセンター」（JSC）を設置し、それぞれ各部署からの業務を

請け負って活躍（中には高度なPCスキルの持ち主が在籍）

 2024年度から、高度なITスキルを持つメンバーによる「ニューロダイバーシティ

推進チーム」を組成し社内横断的な業務支援ができないか企画（4名）

 ニューロダイバーシティ推進チームは、一般的なOffice製品のスキルだけでなく、

当社が独自で導入しているローコード・ノーコードツール

（PowerAutomate）も自己研鑽で習得している

14

第３2回職業リハビリテーション研究・実践発表会

4 ② 「ニューロダイバーシティ推進」取り組み



ニューロダイバー

 行政指導関連の取組みとして、コンプライアンス部が社外の特定した宛先へのメールの

モニタリングを実施するためのツール開発を業務プロセス改革部に相談

（2024年10月から本番稼働を目指し開発から納期まで半年間の取り組み）

 業務プロセス改革部は目的および開発内容について理解し、社内のDX推進を後押し

するとともに会社課題の解決のためニューロダイバー推進チームとの協働を提案

 2024年6月からコンプラ部・人事部・業プロ部で案件着手開始、9月末納品完了

 今後も順次案件範囲を拡大し対応

開発者からは「初めてチームとしてツール開発に携り苦労することが多かったが、

関係者のサポートのおかげで開発を進めることができた。

今後も開発を行い業務効率化に寄与してきたい」といった声もあり、

多様な社員の活躍の場が拡大できると感じる

15
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4 ② 「ニューロダイバーシティ推進」取り組み



③ 「事務サポートセンター」

事務サポートセンター（特定業務集中職場）

専任の
管理指導者

協力関係
事務
チーム

オフィス
チーム

人事・労務管理
(継続して管理）

派遣先
〇△部

OJT担当者
指示のもと業務

OJT担当者
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4 ③ JSCから各職場への「派遣型」社員の拡大

派遣先部署に常駐して
一員として業務を遂行

恵比寿（事務Ｔ:1人、オフィスＴ:2人） 名古屋（事務Ｔ:1人）を派遣
（2024年度）

派遣先
〇△部

派遣先
〇△部

管理・情報共有等



「誰もが、楽しく、誇りをもって」働くことができる職場を目指して

（全国32拠点・36人）

➡障がいのある社員と“みんないっしょに”仕事をすることによって、「お互い様」の意識や、多様性の

意義・効用について知ってもらう

まずは身近にに知ってもらう

（全国4カ所・44人）

徐々に業務量・質を高め、発注部署から高い評価を獲得

PCスキル高い MOSのスペシャリスト、エキスパート資格者多数、損保資格も取得

精神・知的の方の誰もが楽しく
活躍している事実を積み上げる

更に「広げる」

更に「高める」
●地域密着×事務サポートセンター
JSC管理者が支援しながら全国に段階的に展開

おわりに

地域密着モデル

事務サポートセンター(JSC）

目指
す姿

 レジリエントでサステナブルな“障がい者雇用・活躍推進”

 “誰一人取り残さない” (SDGs理念)

 社員一人ひとりが社会・地域課題に自分ゴトとして取組 (CSV×DX)

第３2回職業リハビリテーション研究・実践発表会

ＪＳＣでの取り組みを通じた今後の展開

17



おわりに
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ＪＳＣでの取り組みを通じた今後の展開

“コストセンター”ではなく、“プロフィットセンター”になり得る！

「障がい者の戦力化」から「組織変革のきっかけ」フェーズへ

“レジリエント”で“サステナブル”な障がい者雇用・活躍推進へ

“CSV×DX”＝社会との共通価値の創造

10年間の障がい者雇用(地域密着×事務サポCでのTry&Error)で確信したこと

 “誰もが” ＝ 障がい当事者のみならず全ての社員が、

 “楽しく” ＝ 得意分野を活かし、「お互い様」意識をもち、安心して、

 “誇りをもって” ＝ 感謝される、会社に貢献できる、社会の役に立っている。

 マイノリティー問題を突き詰めるとマジョリティー課題に行きつく（“エクイティ=公平“）

 “答えは現場に有り！” “神は細部に宿る!” “介護も育児もハンデの一つ

 雇用障がい者のキャリアビジョンが描ける人事制度・運用の確立 【喫緊課題】

 “レジリエント” ：地域密着×JSC＝環境変化に柔軟に対応できる体制・組織・職場

 “サステナブル”：持続可能な成長に向け管理指導者育成と面での展開支援

 SDGs・障害者権利条約(社会モデル) ⇒「世界基準」(ユニバーサル・スタンダード）

 人的資本経営・ESG投資・人権DD(非財務的指標)⇒「障がい者雇用」はど真ん中！


